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1、要求事工頁

特定機器の設計の型姦正明申請において、兼用キャスクの閉じ込め機能に関する要求事項、は、以下のとおり

である。

①設置許可基準規貝1」要求事項

..設置許可基準規則第16条第4項三号

・使用済燃料が内包する放射性物質を閉じ込めることができ、かつ、その機能を適切に監見することがで

きるものとすること。

b 設置許可基準規a嘱鞠明嘱e4第16条第4項

・第16条第4項第3号に規定する「方謝性物質を適切に閉じ込めることができ、かつ、その機能を適切に

劉見することができる」とは、次項に規定するもののほか、貯蔵事垢午可基準規貝噴厭第5条第1項第

1号及び第2号並びに第17条第1項第1号に規定する金属キャスクの設計に関する基準を満たすこと

をし、う。

・貯蔵事蕪午可基準規"、明厭第5条第1項

第5条に規定する耶艮定された区域に適切に閉じ込めることができるもの」とは、以下の誕十をいう。

金属キャスクは、設計貯蔵期間を通じて、使用済燃*斗等を内封する空間を負圧にネ隹持できる設計で

あること。

金属キャスクは、多重の閉じ込め構造を有する蓋音"により、イ吏用済燃米樗を内封する空間を容ヨ器

部から隔禹隹できるミ鋸十であること。

唄宇蔵事掲午可基準規貝嘱鞠ミ第17条第1項

第1項に規定する「適切に劉見することができる」とは、以下の設計をいう。

蓋音"が有する閉じ込め機能を贈見できること。
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C 設置許可基準規R噛鞠ミ"嘱己4第16条5項

・第16条第2工頁第1号ハ及び同条第4項各号を満たすため、兼用キャスクは、当該兼用キャスクを構成す

る譜オ及Uキ使用済燃料の経年変化を考慮した上で、使用済燃料の健全陛を確保する設計とすること。こ

こで、「兼用キャスクを構成する音畊オ及て畔吏用済撚料の経年変化を考慮した上で、イ吏用済燃料の健封生を

確保する設計」とは、以下を満た司殻計をいう。

・設計貯蔵期間を明確にしていること。

・設計貯蔵期間中のi品1宴、放射線等の環境条件下での経年変化を考慮した材料及て畊董造であること。
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②原子力発寄斤敷地内での輸送・貯蔵茅用乾式キャスクによるイ吏用済燃料の貯蔵に関する審査ガイ1哘寉認事

項

「2.安全機能の確保 2.4 閉じ込め機能」には、以下のように言三載されている。

【審査における確認郭可

①設計上想定される状態において、兼用キャスクが内包する放射性物質を適切に閉じ込めること

ができること。

②密封1竜界部は、設計上想定される徑陛力に対して、おおむね弾1強包囲内にとどまること。

③閉じ込め機能の異常に対して、その修復性が考慮されていること。

【る寉認内容】

①長期間にわたって閉じ込め機能をネ隹持する観点から、而撚性、耐食性等を有し耐久性の高い金

属ガスケット等のシーノレを採用するとともに、蓋部を一次蓋と二次蓋の二重とし、一次蓋と二次

蓋との間の圧力(以下「蓋間圧力」という。)を監視することにより、蓋部が有する閉じ込め機

能を監見できること。

②兼用キャスクの内部の放射性物質が外部へ漏えいしないよう、設計貯蔵期間中、兼用キャスク

内部の負圧をホ隹持できること。

③密圭す境界部の漏えい率は、②を満たすものであること。また、使用する金属ガスケット等の

シールの性能は、当該漏えい率以下であること。

④閉じ込め機簾判西では、密圭ホ境界部の漏えい率が、設計貯蔵期間、内部初期圧力及び自由空問

容積俳鯛キャスク内部容積から崎冉物及びバスケットを減じた容積をいう。)、初期の蓋間圧

力及ひ蓋間の容積、1圖窒等を剣牛として、適切な三平価式を用いて求められていること。

⑤兼用キャスクの衝蕪平価

D 兼用キャスクを床等に固定せ司毛設置するとき

①転伊」モードの設定

兼用キャスクを縦置き又は横置きにした貯蔵状態で第6項地震力(設置許可基準規則第4

条第6項に規定する針壊力をいう。以下同じ。)を入力し、兼用キャスクの転伊」、兼用キャ

スク同士の衝突及び兼用キャスクと周辺施設との衝突のうち、設計上想定するものを設定す

ること。

②兼用キャスクの衝突言干価

無断複製●云載禁止三菱重工業株式会社
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①で抽出した転便侍による兼用キャスクへの衝突荷重に対して、密圭世寛界部がおおむね弾

↑笠、B囲内であること。この際「4.3.1 地震に対司、る設計方針」を参考にしていること。

2)貯厄韮建屋等を設置するとき

①貯蔵建屋等の損壊モードの設定

損壊モードに応じた衝突物又は落下物を抽出し、そのうち兼用キャスクの閉じ込め機能に

及ぼす影響が最大であるものを設定すること。

②兼用キャスクの衝突言判西

①で抽出した衝突物又は落下物による兼用キャスクへの衝突荷重に対して、密圭す境界部が

おおむね弾t筑"遜内であること。

3)使用済燃料の再取出性のi平f西

..兼用キャスクに収納される使用測然料を取り出すために、ーリ遷扱び二次蓋が開放できるこ

と。

b.イ吏用済燃料の燃料ぺレットが燃料被覆管から脱落ぜず、かつ、使用済燃料集合体の過度な変

形を生じないこと。

⑥閉じ込め機能の異常に対し、適切な期間内で使用済燃料の取出しや詰替え及てN吏用済燃料貯蔵

槽への移送を行うこと、これらの実施に係る体制を適釖に整備すること等、閉じ込め機能の修復

性に関して考慮がなされていること。

無断複製・転載禁止三菱重工業株式会社
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2.要求郭頁への適合性

審査ガイドでは、兼用キャスクの有する安全機能(臨邪方止機能、遮蔽機能、除烈職能及び閉じ込め機能)

に係る設計の基本方針の妥当性を晦忍することが定められており、MSF-2Ⅱ型の閉じ込め機能については、以

下のとおり審査ガイドの確認内容に適合している。

〔る寉認内容〕

(1)長期間にわたって閉じ込め機能を維持する観点から、耐測生、耐食性等を有し耐久性の高い金属ガス

ケット等のシールを採用するとともに、蓋部を一次蓋と二次蓋の二重とし、一次蓋と二次蓋との間の圧

カ(以下「蓋間圧力」という。)を劉見することにより、蓋音Kが有する閉じ込め機能を劉見できること。

糊F-2Ⅱ型の閉じ込め構造を第1図に、シーノ暗3詳細を第2図に、金属ガスケット構造(HR鏡型)を第3図

{こ示す。

珊F-2Ⅱ型は、キャスク本体及び一次蓋により使用済燃料を封入する空間を設計貯蔵期間(60年)を通じ

て負圧にネ隹持する。MSF-2Ⅱ型は、一次蓋と二次蓋の空間部(以下「蓋間」という。)を正圧とし圧力障壁を

形成することにより、使用済撚料を封入する空間を脇F-2Ⅱ型の外部から扉齢る設計とする。一次蓋及び

二次蓋の蓋及ひ蓋貫通孔のシール部には、長期にわたって閉じ込め機能を維持する観点から金属ガスケット

を用いる。金属ガスケットは、設計貯蔵期間中に艦F-2Ⅱ型の内部を負圧にネ倒寺できる漏えい率(以下「基

準漏えい率」という。)を下回るように設定される貯蔵開始前の気密漏えい検査で確認される漏えい率の判

定基準(以下「リークテスト判定基準」という。)を満足するものを使用する。

また、MSF-2Ⅱ型は、三次蓋に貫通部を設け、圧カセンサ旺力計)を設置する構造とし、蓋間圧力を測定

することにより、閉じ込め機能を劉見できる設計とする。

無断複製●云載禁止三菱重工業株式会社
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怖寉認内容〕

(2)兼用キャスクの内部の放射性物質が外部へ漏えいしないよう、設ヨ韻宇蔵期間中、兼用キャスク内部

の負圧をネ隹持できること。

(3)密圭ホ境界部の漏えい率は、(2)を満たすものであること。また、使用する金属ガスケット等のシー

ルの性能は、当該漏えい率以下であること。

(4)閉じ込め機旛平価では、密圭す境界部の漏えい率が、設計貯蔵期間、内部初期圧力及び自由空間容積

俳用キャスク内部容積から畷杓物及びバスケットを減じた容積をいう。)、初期の蓋間圧力及ひ蓋間

の容積、1品度等を剣牛として、適切なi平1西式を用いて求められていること。

a.閉じ込めヨ平価方法

閉じ込め評価フローを第4図に示す。

閉じ込めi平f西では、基準漏えい率(QS)を求め、基準漏えい率を下回るように設定されるりークテスト

判定基準(Qt)よりも漏えい率の小さい金属ガスケット(金属ガスケットの設計漏えい率(Qn))を使用

することを説明する。

基準漏えい率は、蓋間圧力と兼用キャスク内部圧力の圧力差のもとで、シール部を通して兼用キャスク

内部へ游゛、する気体の漏えい量を積分することによって、設計貯蔵期間経過後に兼用キャスク内部圧力が

大気圧となるまでの圧力変化を求めた際の漏えい率として計算する。

基準漏えい率及びりークテスト判定基準の具イ本的なi平価方法を呂1縣氏1に示す。

基準漏えい率の計算では、蓋間圧力は保守的に初期圧力で一定とし、蓋間空間のガスは兼用キャスク内

部側にのみ漏えいするものとして漏えい計算を行う。また、大気圧は、気象変化による圧力変動を保守的

に考慮した値として9.フ×1小P0とする。兼用キャスク本体内部空間の圧力の算定にあたっては、イ吏用済燃

料の破損によるガス放出による圧力上昇を考慮する。使用済燃料の破損率は、米国の使用済燃料の乾噸宇

蔵中における漏えい燃邪暁生率絲勺0.01 %)、及び日本の軽オく炉における漏えい燃¥斗発生率係勺0.01 %

以下)を考慮し、保守的な値として0.1 %①とする。

無断複製・転載禁止三菱重工業株式会社
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基準漏えい率

評価条件

・設計貯蔵期間

・キャスク本体内部初期温度

及び圧力等

・キャスク本体内部空間容積、

内部流体等

キャスク本体

内部圧力変化

の計算

流体力学の基礎式に基づく

漏えい量の計算

金属ガスケット

の性能

金属ガスケット

の設計漏えい率Qn

評価項目

リークテスト

判定基準Qt

設計貯蔵期間後のキャスク本体

内部圧力が負圧を維持する

基準漏.えい率QS

貯蔵開始前のりークテ

ストで確認される漏え

い率の判定基準

i平f西 基準漏えい和.>金属ガスケットの設計漏えい率Qn

リークテスト

判定基準

貯蔵開始前の漏えい検査でる寉認される漏えい率の判定基準

基準漏えい執S >リークテスト判定基御t >金属ガスケットの設計漏えい率山

無断複製・転載禁止三菱重工業株式会社

第4図閉じ込め評価フロー
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b.閉じ込めi平f西結果

基準漏えい率及びりークテスト判定基準のi平f西結果を第1表に示す信平価の詳細は別紙1参照)。使用

する金属ガスケットの設計漏えい率は、基準漏えい率を下回るように設定したりークテスト判定基準より

小さいことをる寉認した。

リークテスト判定昂凖 Qt(PO・m'/S)

基準漏洩率 QS(pa・mvs)

金属ガスケットの漏えい率 Qn(pa・m'/S)

項目

C.設計貯蔵期間中の漏えい率の%隹持に関するi平f西

金属ガスケットの閉じ込め陛能は、兼用キャスクのシーノ暗3が比較的高温下にあるため、長期貯蔵中の

クリープによる応力緩和を考慮した上でi判西する必要がある。応力緩和による漏えい率への影響について

は、(-aわ電力中央研究戸斤で実施された長期密封性官旨声瀞結果において、金属ガスケットの漏えい率と

ラーソン・ミラー・パラメータ(以下「[W」という。)の剛系として第5図に示すとおり整理されている

②。第5図より、金属ガスケットの昭が約ⅡXI〆を超えないように設ヨ十すれば、長期貯蔵中のクリープ

による応力緩和を考慮しても設計貯蔵期間(印年間)を通じて初期の漏えい率が維持されることが示され

ている。

脇F-2Ⅱ型の除熱三平価の結果(補足説明資料 16-4 「除剤畷能に関する説明資料(L5一鮖JY213)」参照)か

ら、金属ガスケットの1品度は、 17×17燃料崎杓時及び15×15燃料収納時ともに109゜Cである。この1品度か

ら保守的に設定したⅡ5゜C 般計貯蔵期間中一定と仮超を適用し、設計貯蔵期間に相当するLⅧを算出す

ると約10×10.となり、長期密封性能市轍の金属ガスケットの漏えい率と昭の関係から金属ガスケットは

設計貯蔵期間を通じて初期の漏えい率をホ隹持できると判断される。

また、第6図に示す(一財)電力中,司芽斤で実施された実規模の金属キャスクの蓋モデルによる長期

密封性能市矯夷結果において、市數開始から19年以上(平成2年10月から平成22年1月)が経過した二次

蓋閉じ込め部の漏えい率に変化はなく、その金属ガスケットは市轍開力部寺と同等の閉じ込め性能を保持で

きることが確認されている③。なお、この市搬での金属ガスケットのn伊は10×10'以上(第5図のLⅧ計

算式において1且1妾を市矯釦昆度である 130゜C一定とした条件)である。

なお、(一財)電力中央研芽斤の市矯夷結果を適用することの妥当性は別紙2に示すとおりである。

さらに、日本原子力発囿知弌会;士東海第二発寄斤で行われた乾噸宇蔵容器(MSF-2Ⅱ型と同じ仕様の金属

ガスケットを使用)の調査において、約 7年間経過した金属ガスケットの一次蓋シール部の漏えい率は、

貯ル如期と同チ呈度徽10、.OP.・m./.)を維持できていることがる寉認、されている④。

第1表閉じ込めi平f西結果

17×17燃料収納時

2.60× 10、6

1,63× 1σ6

15×15燃料収納時

I×10ネ以下

2.60 × 10、6

1.63 × 10、6

無断複製・転載禁止三菱重工業株式会社
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(注 1) 1atm・CC/sec=1× 10一ゆa・m3/S

(注2)N侶F-2Ⅱ型の貯削刀期温度H5゜Cで60年間一定とした場合のLMP

第5図漏えい率とIW③

無断複製・転載禁止三菱重工業株式会社
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〔確'認内容〕

(5)兼用キャスクの衝突言判西

D 兼用キャスクを床等に固定せ司、設置するとき

①転伊」モードの設定

兼用キャスクを縦置き又は横置きにした貯歳伏態で第6項地震力(設置許可基準規週、リ第4条第6項

に規定する地震力をいう。以下同じ。)を入力し、兼用キャスクの転伊」、兼用キャスク同士の衝突及び

兼用キャスクと周辺旛設との衝突のうち、設ヨ十上皙、定するものを設定すること。

②兼用キャスクの衝黙判西

①で抽出した転伊」等による兼用キャスクへの衝突荷重に対して、密圭寸境界部がおおむね弾性命包囲内

であること。この際「4.3.11也震に対する設計方針」を参考にしていること。

2)貯蔵建屋等を設置するとき

①貯蔵建屋等の損壊モードの設定

損壊モードに応じた衝突物又は落下物を抽出し、そのうち兼用キャスクの閉じ込め機能に及ぽす影

響が最大であるものを設定すること。

②兼用キャスクの衝i突育干価

①で抽出した衝突物又は落下物による兼用キャスクへの衝突荷重に対して、密圭競界部がおおむね

弾1生金"B囲内であること。

3)イ吏用済燃料の再取出陛のi平f西

0.兼用キャスクに将内される使用済撚料を取り出すために、一次蓋及び二次蓋が開放できること。

b.使用済燃料の燃邪レくレットが燃邪般覆管から脱落ぜず、かつ、イ吏用済燃料集合イ本の過度な変形を生じ

ないこと。

橘F-2卯型は、蓋部の金属部の衝突が生じない設置方法(横置き及U縦置き①)又は基礎等に固定する設置

方法(縦置き②)により貯蔵する設計である。蓋音Kの金属部への衝突が生じない設置方法では、貯蔵用緩衝

体の装着により、兼用キャスクが地震力により安全機能を損なうかどうかをその設置される位置のいかんに

かかわらず判断するために用いる合理的なナ也震力として原子力規制委員会が別に定める賀セ震力に対して安全

機能が損なわれるおそれがない。基礎等に固定する設置方法では、兼用キャスクがナ也震力により安全機能を

損なうかどうかをその設置される位置のいかんにかかわらず判断するために用いる合理的な赴蛎動として原

子力規制委員会が別に定める地震力に対して、脇F-2Ⅱ型は転伊」せず、また、aセ震ブJに対しても安全機能を維

持可能である。したがって、閉じ込め機能が損なわれず、使用済燃料の再取出性に問題はない。

これらの詳細は、設置許可基準規則第4条の適合性説明資料で説明する。

また、N恰F-2Ⅱ型の貯蔵旛設は、ナ也震により周辺施設等の損壊を想定する。周辺施ヨ旦等の損壊によりN侶F-24P

型の閉じ込め機能が損なわれず、使用済燃料の再取出性に問題が生じないための波及的影響Z平f西剣牛及ひ后平

価結果については、設置許可基準規則第4条の適合性説明資料で説明する。

無断複製・転載禁止三菱重工業株式会社
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伍寉認、内容〕

(6)閉じ込め機能の異常に対し、適切な期間内で使用済燃料の取出しや詰替え及Uキ使用済燃料貯蔵槽へ

の移送を行うこと、これらの実施に係る体制を適切に整備すること等、閉じ込め機能の修復性に関し

て考慮がなされていること。

脇F-2Ⅱ型の閉じ込め機能の異常に対する具イ梯勺な対応方法は、型i蟠正明申請の範囲外であるが、以下に示

,殷計上の考慮を行っている。

脇F-2Ⅱ型は、蓋間圧力を測定することにより、閉じ込め機能を劉見できる設ヨ十である。

蓋間圧力の有意な低下が確認された場合、まず、劉見Z恬&のる寉認、を行い、監見計器異常の場合には監視計

器を交換し、貯蔵の再開が可能である。

監見言十器異常ではない場合、一次蓋金属ガスケット又は二次蓋金属ガスケットからの漏えいと判断される。

三次蓋金属ガスケットから漏えいする場合は、蓋間のへりウムガスが大気へ放出され、蓋間圧力が大気圧に

低下するのみであり、放射性物質が兼用キャスクの外部へ漏えいする恐れはない。また、一次蓋金属ガスケ

ツトから漏洩する場合には、キャスク本体内部を負圧に維持する設計であることから、蓋間のへりウムガス

がキャスク本体内部にインリークすることとなり、放射性物質が兼用キャスクの外部へ1届えいする恐れはな

し、

無断複製・転載禁止三菱重工業株式会社
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1.評価概要

MSF-24P型の基準漏えい率山及びりークテスト判定基準Qtの計算フローを牙1俳氏1-1図に示

す。また、漏えい率計算の概要を卿蜂氏1-2図に示す。

MSF-24P型の基準漏えい率山は、設計貯蔵期間(60年)経過後に、キャスク本体内部圧力の

負圧が維持できるシール部の標準状態(大気圧、 25゜C)での漏えい率である。

基準漏えい率眺は、貯蔵時におけるMSF-2Ⅱ型の温度、キャスク本体内部の空間容積及び圧

力等を基に、キャスク本体内部の圧力が設計貯蔵期間経過後に大気圧となるように求めた漏えい

孔径D。を用い、標準状態における漏えい率として算出される。基準漏えい率眺は、設計貯蔵期

間経過後にキャスク本体内部の圧力が大気圧となるための漏えい率 Q。に比べて小さく、保守側

な設定である。

リークテスト判定基準Qt は、蓋間空間ガス全量がキャスク本体内部に流入するとして、設計

貯蔵期間経過後にキャスク本体内部が大気圧からその圧力上昇分を除いた圧力となるように求

めた漏えい孔径 D。を用い、標準状態における漏えい率として計算される。したがって、リーク

テスト判定基準Qt は、基準漏洩率QS を下回る値となる。

基準漏えい率及びりークテスト判定基準の評価方法及び評価結果

2,評価方法及び評価結果

(1)基準漏洩率 QS

..漏えい孔径D。の算出

時間 dt の間にキャスク本体内部圧力が dp'だけ変化する漏えい率を Q とすれぱ、キャスク

本体内部の空間容積は一定であることから、キャスク本体内部圧力の時間変化は、温度の違い

を考慮してボイル・シャルルの法則により次式で与えられる。

dpd Q Td
①^

dt Vd T

別紙1

無断複製・転載禁止三菱重工業株式会社

(pa)

別紙1-1

ここで

キャスク本体内部圧力の変化

時間変化(S)

漏えい率(pa・mvs)

キャスク本体内部温度(玲

キャスク本体内部の空間容積

漏えい気体の温度(K)

(m')

、

P
 
t
 
d
 
d

d
d
Q
T
V
T
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なお、漏えい率Qは以下のクヌッセンの式で求められる①。

L =(FC + Fm)・(P。- pd)

FC=^X^

π両゜■
6 a'pa

128

ここで、

a'μ

・・・・・③

漏えい率(pa・mvs)

圧力P。における体積漏えい率(mvs)

【P 。・(P 、十P ')/2】流れの平均圧力(pa)

連続流のコンダクタンス係数(m'/(pa・S))

自由分子流のコンダクタンス係数(mv(PO・.))

上流側の圧力(pa)

下流側の圧力(pa)

漏えい孔径(m)

漏えい孔長(m)

漏えい気体の半占陛係数(P.・.)

漏えい気体の温度(玲

漏えい気体の分子量(kg/m01)

ガス定数(J/(m01・K))

a

μ

男1俳氏1-2

・・②

②式を①式に代入すると、以下となる。

・.=.・ X {-FC・(PJ 一玲2)十 Fm ・ P。・(P、- pd)}

また、上流側の圧力 P、を初期圧力 P四一定として、③式を時間 t で積分すれば、ある時問 t

におけるキャスク本体内部圧力 h =P'(t)が得られる。つまり、漏えい孔径D。は、以下の④

式に呂1絲氏1-1表に示す計算条件のもと⑤、⑥式を代入し、キャスク本体内部圧力 P'が燃料

破損(燃料破損率0.1%)によるガス放出を想定した圧力上昇氏を考慮しても負圧を維持でき

る圧力(気象変化による圧力変動を考慮した大気圧:9,フ×10や0 から E (補足 1参照)を減

じた圧力)となる漏えい孔径を繰り返し計算することで算出できる。卿俳氏1-2表に漏えい孔

径D。の計算条件及び計算条件及び計算結果を示す。

無断複製・転載禁止三菱重工業株式会社

Q=L,P

a
 
c
 
m
 
u
 
d
 
o

Q
L
P
F
F
P
P
D

T
 
M
 
鳥
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Pd①
P,。・{FC'・(PU。+pd。)+Fm'}ー(FC'・P゛。+Fm')・(PU。-pd。)・exp{ー・・4・・^二9^・t}

ここで、

FC

(P、。-pd。)・exp{ー^住一E^LI・t}(PUO+pd。)+Fm'+FC'FC

無断複製・転載禁止三菱重工業株式会社

1 π

FC=^X^X
2 128

呂1絲氏1-3

^●●●●■●●●●■畢●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

apa

・・④

・・・・・・⑤

・⑥
五可 0賑
6 a

m = Fm・P =
a

-
M

0

a

T

平

1
 
2

4
0
 
μ
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Td

T

キャスク本体内部温度(K)

(注2)漏えい気体の温度(K)

別紙1

V':キャスク本体内部の空間容積(m゜)

P,。:上流側の初期圧力(P命

項目

P":下流側の初期圧力(PO)

1表キャスク本体内部圧力P'の計算条件

a 漏えい孔長(m)

D 金属ガスケットの断面径(m)

H

(注1)

一次蓋の金属ガスケット溝深さ(m)

μ 漏えい気体(へりウム)の*占性係数

(pa ・ S)②

M

(注4)

17×17燃料収納時

漏えい気体(へりウム)の分子量
(3)(kg/moD

R。:ガス定数σ/(m01・K)

(215゜C)488.15

(注1)貯蔵時の燃料被覆管温度を切り上げた設計温度である

能に関する説明資料(L5-95JY213)」参照)。

(注2)貯蔵施設の最低温度である。

(注3)

5.58 × 10-6

(注5)

(注3)保守的な条件となる

在を考慮)を用いる。

15 (-20゜C)253

15×15燃料収納時

15 (215゜C)488

(注40*駆(1)ー(E)(別紳一明参照)であ'。

(注5)

(3)

区ヨ
4.1 × 100

(注5)ドレンバルブ部及びべントバルブ部に比べ保守的な条件となる一次蓋に用いる金属力

スケット及び金属ガスケット溝の形状を用いる。

8, O×104

4.56 × 10、3

Ea

区Σ口

1.フ78 × 10、0

0.004002602

P。

8.3144598

気象変化による圧力変動を考慮した

大気圧(P命

の空間容積(バーナブルポイズン集合体の存

PI

(補足説明資料 16-4 「除熱機

別紙1

燃料破損によるキャスク本体内部の

圧力上昇(P命

Pd(t=60年):キャスク本体内部圧力(pa)

項目

D。:漏えい孔径(m)

2表漏えい孔径D。の計算条件及び計算結果

無断複製・転載禁止三菱重工業株式会社

17×17燃料収納時

区ΣΣ三Σ]

区ΣΣΣヨ

9.フ× 104

15×15燃料収納時

5.58 × 10、6

区区区区ヨ

月1絲氏1-4

E^

[三ヨ内は商業機密のため、非公開とします。
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b.基準漏洩率山の算出

0.で算出した漏えい孔径D。を基に、クヌッセンの式(②式)により設計貯蔵期間経過後に

キャスク本体内部が負圧を維持できる漏えい率 Qm及び基準漏洩率眺を算出する。呂1俳氏1

3表及び別紙1-4表にそれぞれの計算条件及び計算結果を示す。

D。:漏えい孔径(m)

a 漏えい孔長(m)

μ

別紙1

漏えい気体(へりウム)の粘性係数
(2)(pa ・ S)

R。:ガス定数(J/(m01・K))

項目

T

3表漏えい率Qmの計算条件及び計算結果

漏えい気体の温度(K)

M 漏えい気体
(3)(kg/恥D

P.

P、。:上流側の初期圧力(P命

流れの平均圧力(pa)

h。:下流側の初期圧力(P命

呂1絲氏1-5

(へりウム)の分子量

17×17燃料収納時

(3)

Qm :漏えい率(pa・mvs)

5.58 × 10、6

(注)

D。:漏えい孔径(m)

15×15燃料収納時

a

4.56 × 10、3

男1絲氏1-4表基準漏えい率Q.の計算条件及び計算結果

漏えい孔長(m)

μ

1.フ78 × 10、5

2.60 × 10、6

漏えい気体(へりウム)の粘性係数
(2)(PO ・.)

5.58×10、6

R。:ガス定数(J/(m01・K))

項目

8.3144598

2給.15 (-20゜C)

T 漏えい気体の温度(玲

M

0.004002602

漏えい気体
(3)(k三/moD

P.

2.45 × 105

2.76 × 10、0

P,。:上流側の圧力(pa)

流れの平均圧力(P幻

4.1 × 105

P":下流側の圧力(pa)

8. O × 104

(へりウム)の分子量

17×17燃料収納時

(3)

Qゞ:基準漏えい率(pa・mvs)

5.58 × 10、6

2.75 × 10、゜

無断複製・転載禁止三菱重工業株式会社

15×15燃料収納時

4,56 × 10、3

1.985 × 10、5

5.58 × 10、6

8.3144598

298.15 (25゜C)

0.004002602

1.01× 10'(大気圧)

5.05× 104

2,60 × 10、6

0 (真空)
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(2)リークテスト判定基準 Qt

次に、基準漏えい率山の計算と同様の方法を用いて、リークテスト判定基準 Qt を求める。

基準漏えい率QS とりークテスト判定基準Qt の関係を別紙1-4図に示す。

リークテスト判定基準Qt の計算においては、キャスク本体内部圧力hが燃料破損(燃料破損

率0.1%)によるガス放出を想定した圧力上昇PL 及び設計貯蔵期間経過後の蓋問空間ガス全量

の流入を想定した圧力上昇氏を考慮しても負圧を維持できる圧力(気象変化による圧力変動を

考慮した大気圧:9.フ×10.P0 から氏及び氏(補足2参R引を減じた圧力)となる漏えい孔径

D。を求め、リークテスト判定基準Qt を算出する。

a.漏えい孔径D。の算出

リークテスト判定基準 Qt の算出のための漏えい孔径 D。は、(1)0.と同様に号1俳氏1

条件を用い、上述したキャスク本体内部圧力 Pdの違いを考慮して算出する。卿俳氏1

計算条件及び計算結果を示す。

別紙1

P。 気象変化による圧力変動を考慮した

大気圧(pa)

PI

5表

燃料破損によるキャスク本体内部の

圧力上昇量(pa)

P2

リークテスト判定基準算出のための漏えい孔径D。の

計算条件継D 及び計算結果

項目

設計貯蔵期間経過後に蓋間空間ガス

の流入を仮定した場合のキャスク本

体内部の圧力上昇量(pa)

Pd(t=印年):キャスク本体内部圧力(pa)

D。 リークテスト判定基準における

漏えい孔径(m)

(注1)本表に示さない計算条件は別紙1

17×17燃料収納時

1表の

5表に

口

9.フ×104

15×15燃料収納時

Ea

9.009 × 104

無断複製・転載禁止三菱重工業株式会社

4.89 × 10、6

1表と同じである。

区

区口

9.005 × 104

4.88 × 10、6

号1俳氏1-6

[1ヨ内は商業機密のため 非公開とします。
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b.リークテスト判定基準 Qt の算出

リークテスト判定基準Qt の算出のための漏えい孔径D。を基に、クヌッセンの式(②式)に

より設計貯蔵期問経過後にキャスク本体内部が負圧を維持できる漏えい率Q促及びりークテス

ト判定基準Qt を算出する。呂1排氏1-6表及び男1絲氏1-7表にそれぞれの計算条件及び計算結

果を示す。

D。 リークテスト判定基準における

漏えい孔径(m)

Q。2:漏えい率(pa・m3/S)

呂1俳氏 1

(注1)本表に示さない計算条件は別紙1

項目

6表漏えい率Q呪の計算条件姓わ及び計算結果

D。

呂1俳氏 1

リークテスト判定基準における

漏えい孔径(m)

Q.

(注1)本表に示さない計算条件は別紙1

17×17燃料収納時

7表

リークテスト判定基準(pa・m3/釣

項目

リークテスト判定基準Qtの計算条件

4.89 × 10、6

3表と同じである。

1.65×10、゜

15×15 燃料収納時

17×17燃料収納時

4.88× 10、6

1.65 × 10、0

4.89 × 10、6

4表と同じである。

(注1)

1.63 × 10、6

及び計算結果

15×15燃料収納時

4.88 × 10、6

1.63 × 10、6

無断複製・転載禁止三菱重工業株式会社

男1俳氏トフ
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基準漏えい率QS

評価条件

・設計貯蔵期問

・キャスク本体内部温度T'

・キャスク本体内部初期圧力P的

・蓋間圧力 P、。

・キャスク本体内部空間容積Vd

・漏えい気体の温度T

・漏えい孔長 a

漏えい率Qm (相当漏えい孑L径D。)の設定

設計貯蔵期間後のキャスク本体内部圧力 P'(t)を、

圧力変化率(dp'/dt)の積分計算によって求める

Pdに漏えい燃料発生時の圧力上昇考慮

リークテスト

判定基準Qt

貯蔵開始前のり
ストで確認さク

る漏えい率の判定れ

基準(注吟

Pd=所定圧力

YES

評価項目

Q田を標準状態に換算→山

(注2)

呂1俳氏1-8

評価

設計貯蔵期問経過後にキャスク本体内部の圧力
が所定圧力継D となる基準漏えい率QS

(注1)貯蔵開始前のりークテストにおいて、一次蓋、ドレンバノレブ部及びべントノしレブ部の 3箇所の漏

えい率の合計値がりークテスト判定基準以下であることを確認する。

(注2)所定圧力は、大気圧の変動を考慮する。

NO

基準漏えい率QS >リークテスト判定基準Qt

別紙1

無断複製・転載禁止三菱重工業株式会社

1図基準漏えい率山及びりークテスト判定基準Qtの計算フロー

キ
ャ
ス
ク
本
体
内
部
圧
力
変
化
の
計
算
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・漏えい気体の温度:T (玲

・上流側圧力: P、:(pa)

(初期圧力P四一定と設定)

・漏えい気体:へりウム

・キャスク本体

内部温度: Td (K)

・キャスク本体内部

空間容積Vd (mり

・下流側圧力: P゛(PO)

、、、1^'勿直
゛^

二次蓋

胴

一次蓋

気体の漏えい方向

蓋間空間→キャスク本体内部

(上流側)(下流倶D

(注)本図では、貯蔵用三次蓋及び上部緩衝体を非表示としている。

金属ガスケット

(締付状態)

呂1絲氏1-2図漏えい率計算の概要

金属ガスケット

・漏えい率: Q (pa・mvs)

・漏えい孔径: D。(m)

・漏えい孔長: a (m)

a 漏えい孔長

^ 1 ^ ^
ノ

/

無断複製・転載禁止三菱重工業株式会社

、

、

D:金属ガスケツト1
ノ

の断面径
、

、

、

、

^
^^1^^

呂1俳氏1-3図漏えい孔長

ノ

H:一次蓋の金属

ガスケット溝深さ

^

呂1採氏1-9

〆

、
ー
ー
ー

ー
ー
{
、
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1.征゛0ら

9.5E+04

9.フモ.04

9.OE+04

8.5モ.04

8.OE+04

Q。1=2.76 × 10-5Pa ・ m3 S

フ.5E+04

フ. OE.04
0

1.OE+05

10

9.5E゛04

9.7E゛04

9.0モ+04

Q02=1.65× 10、゜pa .皿 S

即

8.5E゛04

Of Radioactive

燃料破損による

圧力上昇を考,

30

貯愈期ルY年)

8.唖.04

リーウテスト利寔準Q呪での漏え、

え、率Q01ての'え、

仏) 17×17燃料収納時

Q。1=2.75× 10、5Pa ・ m s

六1

フ.5E+04

設計貯蔵期間経

過後に蓋間空間

ガス全量の流入

を想定した圧力

上昇を考慮

40

フ. OE+04

男1採氏1-10

0

印

(b) 15×15 燃料収納時

※基準漏えい率Qω及びりークテスト判定基準Q舵は、標準状態に換算する前の値

呂1蜂氏1-4図基準漏えい率QS とりークテスト判定基準Qt の関係

参考文献

) 1nternational or宮anization for standardization,"safe Transp01't

Materials ・ Leakage Testin8 0n packages",1S0 12807,(1996)

(2)(一社)日本機械学会,伝熱工学資料改訂第4版」,(1986)

(3)自然科学研究機構国立天文台,「理科年表(平成28年度版)」,(2015)

Q。2=1.65 × 10、5Pa ・ m3/S

燃料破損による

//圧力上昇を考慮

貯期腺年)

リークテスト判定基卓Q舵での

隼えい率0Ⅲてのえ、

大1圧

設計貯蔵期間経

過後に蓋間空問

ガス全量の流入

を想定した圧力

上昇を考慮

無断複製・転載禁止三菱重工業株式会社
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剰
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へ
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卜
令

〔
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田
輪
K
過
甚
、
K
卜
令
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(補足1)燃料破損によるキャスク本体内部圧力上昇量の計算

キャスク本体内部の圧力上昇量氏は、以下式で算出される。卿俳氏1

算結果を示す。

鳥=(P水 V,)/(V'+Vρ

別紙1

Pf

8表燃料破損によるキャスク本体内部の圧力上昇量Eの計算条件及び計算結果

Vd

貯蔵中の燃料棒内圧力(MPO)

V一燃料棒からの放出ガス体積(が)

キャスク本体内部空問の容積(mり

V,。:燃料棒のプレナム体積(m.)

n

項目

燃料集合体1体あたりの燃料棒本数(本)

N:キャスク1基あたりの燃料集合体収納体数q村

α

PI

燃料棒破損率(ー)

燃料破損によるキャスク本体内部の圧力上昇

量(Mpa)

(注1)

(注1)貯蔵中の燃料棒内圧力氏は以下のとおり算出される。別紙1

結果を示す。

P f =POXTO/T f

(注2)保守的な条件となる[1^の空間容積を用いる。
(注3)燃料棒からの放出ガス体積V。は以下の通り算出される。

VP =VP。 xnxNx a

(注2)

(注3)

8表に計算条件及び計

17×17燃料収納時

Ea

⑦

E^

区ΣΣ区ヨ

15×15燃料収納時

P。:炉内寿命末期の燃料棒最大内圧(MPO)

Ea

T。:貯蔵中の燃料被覆管表面温度(K)

264

月1絲氏 1

Tf

区ヨ

24

PI

炉内定格出力時の燃料被覆管表面温度(K)

E^

区区10

9表貯蔵中の燃料棒内圧力氏の計算条件及び計算結果

貯蔵中の燃料棒内圧力(Mpa)

区三三ヨ

項目

0.001

204

24

9表に計算条件及び計算

[ΣΣΣヨ

無断複製・転載禁止三菱重工業株式会社

17×17 燃料

Ea
488.15

E^

Ea

15×15 燃料

Ea
488.15

別紙1一Ⅱ

区ヨ

区ヨ

[三ヨ内は商業機癌のため、非公開とします。
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1.妥当性の説明

閉じ込め評価では、第5図①に示す(一財)電力中央研究所で実施された長期密封性能試験結

果を基に、MSF-2Ⅱ型に使用する金属ガスケットは長期貯蔵中における応力緩和による漏えい率

への影響を考慮しても、設計貯蔵期間(60年)を通じて初期の漏えい率が維持できることを示

している。

また、上記に加え、第6図②に示す(一財)電力中央研究所で実施された実規大のキャスク蓋

部モデルによる長期密封性能試験結果からも金属ガスケットの漏えい率が維持できることを補

足的に説明している。

これらの試験で使用した金属ガスケットと MSF-2Ⅱ型の金属ガスケットの仕様比較及び仕様

相違点に対する評価を呂1俳氏2 -1表に示す。呂1俳氏2 -1表に示すとおり、仕様の一部(断面径及

び内径)にっいて相違点はあるが、 MSF-2Ⅱ型の閉じ込め評価において、(一財)電力中央研究

所の試験結果を適用することは妥当である。

(一財)電力中央研究所の密封性能試験結果を適用tることの妥当性

別紙2

無断複製・転載禁止三菱重工業株式会社

呂1絲氏2-1
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項目

タイプ

男1蜂氏2 -1表金属ガスケットの仕様比較

(一財)電力中央研究所

長期密封性能試験

材質

要素試験①

二重被覆コイルスプリング型

外皮材:アルミニウム

内皮材:ニッケル基合金

コイノレスプリング:ニッケノレ基合金

断面径

(H)

実規模試験②

一次蓋

MSF-24P 型

ドレン・ベント

ノ勺レブカバー

φ 5.5mm

φ 6.1mm

相違点に対する評価

内径

ΦD

(注1)

一次蓋

E11^

(注1)実規模試験の断面径(H)及び内径ΦD は、漏えい率測定を実施した二次蓋の値を示す。

(一財)原子力発電技術機構で

実施された金属ガスケットの

密封性能試験において、断面径

が大きいものほど高いLMP値

まで漏れにくい傾向があるこ

とが報告されている③。

MSF-24P型の金属ガスケット

断面径は(一財)電力中央研究

所の試験より大きく、 MSF-24P

型の金属ガスケットの閉じ込

め性能は(一財)電力中央研究

所の試験で用いられたガスケ

ツトと同等以上である。

相違なし

ドレン・ベント

バルブカバー

φ 176mm

E11ヨ

A

φ 1767mm (注 1)

/

ノ

^

/

.ー'
^'「'・^

＼

、、

[区区区ヨ

＼

内径

D

＼

＼

金属ガスケットの周長の違い

によるクリープ変形の閉じ込

め性能への影響は無いと評価

されている④。したがって、内

径の違いは、初期の漏えい率を

長期間維持できるかという観

点では影響は無い。

＼

＼

EΣΣΣヨ

、、、

＼

、、

[1ヨ内は商業機密のため、非公開とします。
無断複製・転載禁止三菱重工業株式会社

A

."'

ノ

ノ゛

ノ

ノ

断面径可亙ΣC一◎

内径D

月1絲氏2-2

断面A

C一◎
/
■
 
1

X
 
.
 
1
 
i
 
.
/
.
ノ
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